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消費者態度指数

前月差 前月差 前月差 前月差 前月差

11年7月 36.8 1.3 38.7 1.2 38.0 0.4 31.2 1.5 39.3 2.0

8月 37.0 0.2 38.8 0.1 38.5 0.5 31.6 0.4 39.0 ▲ 0.3

9月 38.1 1.1 39.6 0.8 39.4 0.9 33.5 1.9 40.0 1.0

10月 38.3 0.2 39.7 0.1 39.0 ▲ 0.4 34.2 0.7 40.3 0.3

11月 38.3 0.0 39.2 ▲ 0.5 38.7 ▲ 0.3 34.9 0.7 40.3 0.0

12月 38.8 0.5 39.6 0.4 38.4 ▲ 0.3 36.0 1.1 41.1 0.8

12年1月 39.9 1.1 40.8 1.2 39.5 1.1 37.3 1.3 41.9 0.8

2月 39.9 0.0 40.7 ▲ 0.1 39.0 ▲ 0.5 37.9 0.6 42.0 0.1

3月 40.3 0.4 41.1 0.4 39.4 0.4 38.6 0.7 42.1 0.1

4月 40.0 ▲ 0.3 40.3 ▲ 0.8 39.6 0.2 38.2 ▲ 0.4 41.7 ▲ 0.4

5月 40.7 0.7 41.3 1.0 40.1 0.5 39.3 1.1 42.2 0.5

6月 40.4 ▲ 0.3 41.3 0.0 39.7 ▲ 0.4 38.0 ▲ 1.3 42.5 0.3

7月 39.7 ▲ 0.7 40.6 ▲ 0.7 39.4 ▲ 0.3 36.8 ▲ 1.2 42.0 ▲ 0.5

8月 40.5 0.8 40.7 0.1 39.6 0.2 38.7 1.9 42.8 0.8

9月 40.1 ▲ 0.4 40.6 ▲ 0.1 39.7 0.1 37.7 ▲ 1.0 42.2 ▲ 0.6

10月 39.7 ▲ 0.4 40.1 ▲ 0.5 39.5 ▲ 0.2 37.2 ▲ 0.5 41.8 ▲ 0.4

11月 39.4 ▲ 0.3 40.0 ▲ 0.1 39.5 0.0 36.8 ▲ 0.4 41.4 ▲ 0.4

12月 39.2 ▲ 0.2 39.5 ▲ 0.5 38.8 ▲ 0.7 37.3 0.5 41.3 ▲ 0.1

(出所)内閣府「消費動向調査」

(注）季節調整値

(全国・一般世帯）

消費者意識指標

耐久消費財の買い
時判断

雇用環境収入の増え方暮らし向き

 

○消費者態度指数は４ヶ月連続で低下 

12月の消費動向調査によれば、消費者マインドを示す消費者態度指数（一般世帯、季節調整値）は前月差

▲0.2ptの低下となった。これで４ヶ月連続の悪化であり、マインドの低下基調は続いている。しかし、同

時に公表された１－３月期のサービス支出予定ＤＩ（消費者態度指数の構成項目ではない）は改善しており、

先行きに関しては回復が期待される内容であった。 

内訳をみると、指数を構成する４項目のうち、「収入の増え方」（前月差▲0.7pt）、「暮らし向き」

（前月差▲0.5pt）など３項目が低下した。冬のボーナス減少を背景とした所得環境の悪化が、マインドを

冷やす要因になったとみられる。このところ低下傾向にあった「雇用環境」は、前月差＋0.5ptと４ヶ月ぶ

りに増加したが、「収入の増え方」などの悪化を補うまでには至らなかった。 

また、今回顕著な上昇がみられたのが、「資産価値の増え方」である（前月差＋1.1pt、消費者態度指数

の構成項目ではない）。新政権への期待などを背景に、12月の株価が上昇基調で推移したことが背景にある

とみられる。調査基準日である 12月 15日以降も株高傾向は続いており、同項目の上昇は１月分でも続く公

算が大きいとみている。 



                                                                                                    
 本資料は情報提供を目的として作成されたものであり、投資勧誘を目的としたものではありません。作成時点で、第一生命経済研究所経済調査部が信ずるに足る

と判断した情報に基づき作成していますが、その正確性、完全性に対する責任は負いません。見通しは予告なく変更されることがあります。また、記載された内容

は、第一生命ないしはその関連会社の投資方針と常に整合的であるとは限りません。 

 

○１－３月期のサービス支出予定ＤＩは改善 

 消費動向調査では、四半期ごとにサービスの支出予定についても調査を行っている。１－３月期の支出予

定ＤＩ1をみると、「レストラン等外食費ＤＩ」（10－12月期：▲19.5％→１－３月期：▲17.3％）や、

「コンサート等の入場料ＤＩ」（▲0.7％→＋2.2％）、「遊園地等娯楽費ＤＩ」（▲9.8％→▲9.2％）など、

６項目中５項目が改善している。先行き、マインドの悪化に歯止めがかかることを期待させる内容だ。 

 

○個人消費は緩やかながら回復へ向かう見込み 

このように、12 月の消費者態度指数は４ヶ月連続の低下となった。足元のマインドが弱いことは確かだが、

①１－３月期のサービス支出予定ＤＩが改善していること、②株価が上昇傾向にあること、③先行き、政府

による経済対策が雇用に好影響を与えることが期待される点を踏まえれば、消費者マインドも近いうちに下

げ止まる可能性が高まっているといえよう。 

これまで個人消費には、雇用・賃金の低迷やエコカー補助金制度の終了、消費者マインドの悪化といった

悪材料が散見されていた。しかし、このうちマインドについては悪化に歯止めがかかる可能性が高まってい

る。所得環境の回復には時間がかかる見込みだが、マインドの改善や、エコカー補助金終了による悪影響の

剥落を背景に、先行きの個人消費は緩やかながら回復へ向かう可能性が高いとみている。 
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消費者態度指数の推移(季調値)
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○出所はすべて、内閣府「消費動向調査」 

                             
1 サービス支出を「今より増やす」と回答した世帯割合から、「今より減らす」と回答した世帯割合を控除した数値。 
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